
平成 29年第 13回経済財政諮問会議における総理指示 

本日は、新内閣で取り組むべき課題、特に、人づくり革命と生産性革命につ

いて議論した。私としては、以下のとおり進めていきたい。 

この内閣の経済政策の最大の柱は、人づくり革命であり、安倍内閣が目指す

一億総活躍社会をつくりあげる上での本丸。もう一つの柱は、生産性革命であ

り、力強い賃金アップと投資を後押しするため、2020年度までの３年間を集

中投資期間と位置づける。この２本の柱の施策を具体化するため、内閣をあげ

て、年内に新しい政策パッケージを策定する。 

「人づくり革命」に関しては、第一に、真に支援が必要な、所得が低い家庭

の子供たちに限って、大学などの高等教育無償化を実現する。このため、経済

的に恵まれない若者が勉学に専念できるよう、必要な生活費を賄う給付型奨

学金や授業料減免措置を大幅に増やす。第二に、幼児教育無償化を一気に加速

する。すなわち、３歳から５歳まで、全ての子供たちの幼稚園・保育所の費用

を無償化するとともに、０歳から２歳児も所得が低い家庭では無償化する。 

第三に、待機児童解消を目指す「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年

度末までに 32万人分の受け皿整備を進める。 

第四に、介護離職ゼロに向けた介護人材確保のため、他の産業との賃金格差

をなくしていくよう、更なる処遇改善を進める。 

第五に、何歳になっても学び直しができるリカレント教育を推進する。 

第六に、社会人の多様なニーズやＩＴ人材教育など実践的な教育のニーズ

にも応えられるよう、大学などの高等教育改革を進める。 

これらで、２兆円規模の大胆な政策を実行したい。 

財源がなければ、これらの政策は絵に描いた餅である。実現できない。他方、

安定的な財源を確保するとともに、財政健全化も着実に進めていかなければ

ならない。バランスをいかに保っていくかは重要な課題である。人づくり革命

の財源についても、しっかりと結論を出していく。この際、2019 年 10 月に

引き上げる予定の消費税による財源をしっかりと活用する。同時に、財政再建

も確実に実現していく。保険方式などの制度改革についても、与党の議論を踏

まえつつ、検討する。 
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「生産性革命」に関しては、中小企業の生産性向上への投資促進や大企業・

中堅企業の過去最大の収益を賃金・設備へ向かわせるため、賃金アップと投資

を後押しする予算・税制・規制改革による環境整備について検討する。 


